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日本の国力低下の恐れ

 国民の1人当りのＧＤＰ（名目）は欧米先進諸国、新興国が伸張する中で日本は低迷日本は低迷

 更に今後は労働人口の減少により日本の総ＧＤＰ低迷が危惧される総ＧＤＰ低迷が危惧される
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（出典）統計局「世界の統計」

［年］ 2008 2010 2015 2020 ［年］

（出典）2008年は統計局「日本の人口統計」
2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所



国民の生活に対する満足度低下

 近年、国民の生活に対する満足度は低下傾向低下傾向
 中でも所得・収入における満足度低下が最も顕著

現在の生活全般に満足している人の割合の推移 現在の生活の各面における満足度［%］

＜内閣府による国民生活に関する世論調査（平成21年）＞

72.7
69.6

66.5
63.7

61 5 60 9 59 8

66.5
62.7

60 5 61 0
70

80 59.7

68.8

59.6
55.760

80

食生活

住生活

現在 生活全般 満足して る人 割合 推移 現在 生活 各面 おける満足度

［%］

［%］

61.5 60.9
58.2 59.8 59.5 60.5 61.0

40

50

60 45.7

39.2

18.6 18.2
25.0

13 7
6.1

20

40 耐久消費財

自己啓発・能力向上

レジャー・余暇生活

10

20

30

13.7

-9.5

-23.9

-14.3
-20

0

1995 1996 1997 1999 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

所得・収入

資産・貯蓄

生活全般に満足している人の

割合は15年間で約12ポイント減少
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（注）グラフの値は、現在の生活の各面での「満足している人の割合」

から「不満がある人の割合」を差し引いた値

所得・収入の満足度低下が最も顕著

（15年間で約20ポイント減少）
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（出典）内閣府「平成21年 国民生活に関する世論調査」

（15年間で約20ポイント減少）



大規模地震に対する脅威

今後30年以内にＭ７クラスの首都直下地震が発生する確率は70%70%今後30年以内にＭ７クラスの首都直下地震が発生する確率は70%70%

発生した場合、甚大な被害が予想される甚大な被害が予想される

首都直下型地震の想定被害状況

①死者数 約11,000人 ③経済被害額 約112兆円

首都直下型地震の想定被害状況

1700人
（17%）

急傾斜地崩壊
ブロック塀等の倒壊
交通被害

建物 55 2兆円
生産額

交通寸断による機会損失

6.2兆円
（6%）

火災 6200人
（55%）

建物
倒壊

3100人
（28%）

（17%） 建物
被害

55.2兆円
（49%）39.0兆円

（35%）

生産額
の低下

②建物全壊・火災焼失棟数 約85万棟

液状化、急斜地崩壊

15万棟
5万棟
（6%）

11.4兆円
（10%）

その他資産
インフラ被害

火災

焼失
65万棟
（76%）

揺れ
15万棟
（18%）

（6%）
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（出典）内閣府 中央防災会議 平成20年首都直下地震避難対策等専門調査会資料



テロ、未知の病気に対する脅威

2009年4月にメキシコで発症が確認された新型イ

未知の病気に対する脅威テロに対する脅威

米国同時多発 以降 に対する国民の国民の 2009年4月にメキシコで発症が確認された新型イ
ンフルエンザ（H1N1）は、2009年6月に警戒水準
フェーズフェーズ66（パンデミック）（パンデミック）に引き上げられた

今回は弱毒性ということもあり、強毒性向けの

米国同時多発テロ以降、テロに対する国民の国民の
不安は高まっている不安は高まっている

＜東京都民1227人に対するアンケート調査＞

フェーズ6対策（渡航禁止等）は取られていないが、
鎮静化に向け予断を許さない状況にある

殆どないと思う 9 9%

全くないと思う 0.3%

わからない 4.0%
無回答 0.2%

＜フェーズの定義＞

質問内容：今後日本でテロが発生する可能性があると思うか（5択）

フェーズ1 動物のインフルエンザウイルスでヒト感染を引き起こすものは、報
告されていない

フェーズ2 動物のインフルエンザウイルスのヒト感染が知られる

29.8%
かなりあると思う

殆どないと思う 9.9%

フェーズ3 人々の間で、散発的に疾患が発生するが、コミュニティ・レベルの
大発生には至らない

フェーズ4 コミュニティ・レベルの大発生の要因となるヒト―ヒト伝染が確認さ
れる55 8%

少しあると思う

フェーズ5 ヒト―ヒト伝染がWHOの同一管区の複数の国で広まる

フェーズ6 フェーズ5以外のWHOの管区の一国以上でコミュニティ・レベルの
大発生に至る

55.8%

約86%の人が日本でテロが発生する可能性があると回答

（平成19年度調査比6%上昇）
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（現在）
大発生に至る

（出典）警視庁「平成20年度危機管理に対する都民の意識調査」

（平成19年度調査比6%上昇）

（出典）ＷＨＯ ＨＰ



日本が解決すべき課題

＜日本が解決すべき課題＞＜日本の現状＞

日本の“成長”に係わる課題日本の“成長”に係わる課題

グローバル競争力を強化する

新産業／新サービスの創出、

生産性向上

日本の 成長 係わる課題日本の 成長 係わる課題

国民1人当りのＧＤＰ（名目）低迷、

更に労働人口減少による

日本の総ＧＤＰ低迷の恐れ 生産性向上

国民の“生活安定”に係わる課題国民の“生活安定”に係わる課題

日本の総ＧＤＰ低迷の恐れ

社会機能の強化、

国民の一人ひとりの安定した

生活基盤確保

国民の 生活安定 に係わる課題国民の 生活安定 に係わる課題

国民の生活、特に所得・収入に

対する満足度低下

日本の“安心日本の“安心//安全”に係わる課題安全”に係わる課題

生活基盤確保
対する満足度低下

国家的危機に対応した

強固で高信頼な社会の構築、

迅速な災害復旧

日本の 安心日本の 安心//安全 に係わる課題安全 に係わる課題

地震、テロ、未知の病気

に対する不安増大

NEC Confidential© NEC Corporation 2009Page 6

迅速な災害復旧
安 大



ＩＣＴ技術による日本の課題解決

““成成 長”長”
新産業/新サービス創出

生産性向上

““生活安定”生活安定”
社会機能の強化
生活基盤の確保

““安心安心//安全”安全”
強固で高信頼な社会構築

迅速な災害復旧

社会機能 強化 連携 適化社会機能 強化 連携 適化

生産性向上 生活基盤の確保 迅速な災害復旧

医 療

社会機能の強化、連携、最適化社会機能の強化、連携、最適化

社会機能
環 境

金 融

介 護

行 政

生活支援

交 通防 犯

エネルギーエネルギー 医 療

防 災

行 政交 通防 犯

ＩＣＴ技術ＩＣＴ技術

ＩＣＴ技術が先端科学技術を結び付け、社会機能に価値を提供

ナノテクバイオライフ

サイエンス

ＩＣＴ技術ＩＣＴ技術

先端科学技術
ゲノム
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ゲノム

材 料宇宙開発
医 薬



ＩＣＴ技術による社会機能への価値提供例

ＩＣＴ技術が提供する価値が社会機能と結びつき新たな価値を創造

•膨大な情報の分析、加工、知識化

環境負荷低減 効率化

エネルギーと情報の連携による
新事業創出、環境負荷低減

•誰もが、いつでも、どこでも、

高速に情報を扱える仕組み
•人や社会の変化の感知、分析

誰もが、いつでも、どこでも
受けられる医療サービス

車載情報、交通情報、地域情報など
を統合管理した新総合交通システム

生活支援エネルギーエネルギー 医 療

•環境負荷低減、効率化 高速に情報を扱える仕組み

•人や社会の変化の感知、分析

•強固なセキュリティ

•膨大な情報の分析、加工、知識化、伝送

•強固なセキュリティ

社会機能
環 境

金 融

介 護

行 政

生活支援

交 通
防 犯

エネルギエネルギ

防 災

金 融行 政交 通

•いかなる時にもダウンしない仕組み

膨大な情報の分析 加工 知識化

•人や社会の変化の感知、分析

誰もが いつでも どこでも 高速

•人や社会の変化の感知、分析

誰もが いつでも どこでも

交通と防犯の情報連携による

地域の安全確保

災害時にダウンしにくく、速やかな
復旧ができる防災対応システム

人の動作の支援による
生活支援（雇用拡大）
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•膨大な情報の分析、加工、知識化

•環境負荷低減、効率化

•誰もが、いつでも、どこでも、高速
に情報を扱える仕組み

•誰もが、いつでも、どこでも、
高速に情報を扱える仕組み



価値を実現するＩＣＴ技術コンセプト

ＩＣＴ技術が社会に提供する価値

人の情報への飽くなき欲求を満足させ

いかなる時にも停止しないいかなる時にも停止しない

地球と共存し続ける社会をつくる地球と共存し続ける社会をつくる

人と社会の豊かな未来を築く人と社会の豊かな未来を築く

インテリジェント・ライフライン
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インテリジ ント ライフライン



ＩＣＴ技術コンセプトを生み出す将来に向けた技術群

人と社会の豊かな未来を築く

インテリジ ント ライフラインインテリジェント・ライフライン

自律神経網構築を

支えるＩＣＴ技術

人にやさしいｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ

を実現するＩＣＴ技術

自律、分散、循環 認知、理解、支援

センシング

デ タ

クラウド

セルフ

自発情報発信
ヒューマン

アシスト

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ

ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ

データ
マイニング

エネルギー

ソリューション

セルフ

コントロール 自己修復
循環型

材料

パーソナル

エージェント

将来に向けた技術群
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将来に向けた技術群



強化すべき技術課題例

▐ ネ ギ 情報化▐ エネルギー情報化システム
 エネルギー情報化技術エネルギー情報化技術
 情報・エネルギー統合技術情報・エネルギー統合技術

グリ ン ネルギ 創出蓄積技術グリ ン ネルギ 創出蓄積技術 グリーンエネルギー創出蓄積技術グリーンエネルギー創出蓄積技術
▐ 遠隔医療システム

 クラウドコンピューティング技術クラウドコンピューティング技術
 バイタルセンシング技術バイタルセンシング技術

人とＩＣＴ

の共生
 バイタルセンシング技術バイタルセンシング技術

▐ リアルタイム見守りシステム
 コグニティブ無線技術コグニティブ無線技術
 シリコンフォトニクス技術シリコンフォトニクス技術 安心安全な

人と社会の豊かな

未来を築く シリコンフォトニクス技術シリコンフォトニクス技術
 低電力無線技術低電力無線技術

▐ 生活支援システム
 モーションセンサー技術モーションセンサー技術

安心安全な

社会実現
未来を築く

インテリジェント

ライフライン モ ションセンサ 技術モ ションセンサ 技術
 モーション認識技術モーション認識技術

▐ 次世代総合交通システム
 センサーネットワーク技術センサーネットワーク技術

地球とＩＣＴ

の共生

ライフライン

 センサ ネットワ ク技術センサ ネットワ ク技術
 データマイニング技術データマイニング技術

▐ ディペンダブル耐災害システム
 トラスタブルインタネット技術トラスタブルインタネット技術

の共生
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トラスタブルインタネット技術トラスタブルインタネット技術
 シリコンフォトニクス技術シリコンフォトニクス技術



産官学連携における役割分担

(

大

(
1
0
0
) 産における研究

技術指向

事業指向

官における研究

ニーズ型大型研究

事業直結型開発研究

科学指向

技術指向

中

(
1
0

（
相

官における研究
中長期視点での課題分析

に基づく学産橋渡し研究

科学指向中0
)

研
究
の

相
対
研
究

学における研究
シーズ型基礎研究 ベンチャ型（早期実用化型）の

規
模

究
コ
ス
ト

クラスタ型研究

高リスク型研究
○の大きさは
研究テ 数

研究開発連携

中長期展望型ト
）

小

(
1
)

ニーズ指向性／デマンド指向性低 大

研究テーマ数
を示す

研究開発連携
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ニ ズ指向性／デマンド指向性
（事業化リスク）

低 大



ＮＥＣのＩＣＴ技術開発に対する長期ビジョン

ＩＣＴ技術に人と社会の理解を取り込んだ３ビジョン

人 長期３ビジョン人
と
社
会

長期３ビジョン

・シンバイオシス（人とITの共生・共創）

・ディペンダブル（人の安心・安全）会
の
認
知
、

ディペンダブル（人の安心・安全）

・エコロジー（地球との共存）

理
解
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NECグループビジョン2017NECグループビジョン2017

人と地球にやさしい情報社会を

イノベーションで実現する

グローバルリーディングカンパニー

NEC Group Vision 2017

To be a leading global company
leveraging the power of innovation

to realize an information society
friendly to humans and the earth
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（2008年制定）
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